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研究成果の概要（和文）： 
本研究では低炭素社会の実現に向け、長期耐用化、地域材活用および CO2排出量削減をのため

の技術を整理し、それらを有効に活用した長期耐用型木造住宅のプロトタイプを検討した。さ
らに検討された住宅について、地域材生産に伴う環境負荷を踏まえインベントリ分析を行い、
長寿命化による効果を明らかにすると共に、秋田県の森林資源循環サイクルに調和しつつ CO2

排出削減効果を効果的に発揮する住宅の生産システムを検討した。 
 

研究成果の概要（英文）： 
The technologies for long durability, regional wood materials using, and CO2 

emissions reduction were arranged. Those technologies were utilized effectively and 
the prototype of the long durability wooden house was examined. Inventory analysis 
which took into consideration the environmental load with producing regional wood 
materials about the house was conducted, and the effect by increase a service life was 
clarified. The production system of the long durability wooden house which reduces 
CO2 emissions was examined harmonizing with forest-resources circulation of Akita 
Prefecture. 
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１．研究開始当初の背景 
近年、20 世紀の大量消費型の社会を省み、

循環型社会の構築が世界レベルで課題とさ
れている。このような時勢により、建築分野
では省エネ、省資源化を背景とした建築の長
期耐用化技術が注目されている。 

さらに木造住宅の場合、使用されている木
材が炭素を固定していると評価すれば、住宅
の生産時に排出される炭素量を上回り、CO2
削減に寄与できる可能性がある。これを実現
するためには、木造住宅の生産時におけるエ
ネルギー消費を削減する一方、木材使用量の
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増大を図る必要がある。また木材の炭素固定
効果を考えるのであれば、住宅のみならず木
材を供給する森林の更新周期なども含めて
考えていく必要がある。国内の森林において
は戦後大量に植樹されたスギ人工林が主伐
期を迎え、豊富な資源として存在しているも
のの、生産コストが輸入材の価格と競合出来
ず、活用されずにいる状況がある。森林は
CO2を吸収して固定する役割を担っているが、
その効果は成長期を過ぎた樹木では必ずし
も高くない。従って、主伐期を迎えた樹木を
伐採し、木材製品の形で炭素をストックしつ
つ、新たに植林して森林を更新した方が、効
果的に炭素蓄積が可能になると考えられる。
すなわち、森林の資源循環サイクルに調和し
た住宅の生産システムを構築することが重
要である。 
また建築由来の CO2排出量の多くは、運用

時におけるものであり、改善点も明らかにな
りつつあるが、効率的な削減を行うためには、
運用途中における適切な設備の更新、建築の
改善・改修が必要である。このための、リノ
ベーション技術を有効に取り入れ、さらには
それらのライフサイクルを効率的にマネジ
メントすることが必要と考えられる。 

 
２．研究の目的 
前述の背景を踏まえ、本研究では低炭素社

会の実現に向け、地域材および CO2排出量削
減技術を有効に活用した長期耐用型木造住
宅のプロトタイプを開発し、さらには秋田県
の森林資源循環サイクルに調和しつつ CO2
排出削減効果を効果的に発揮する住宅の生
産システムを構築することを目的とする。 
まず、住宅の長期耐用化、生産時および運

用時の低環境負荷化、地域木材の活用のため
の技術を整理し、それらを合理的に取り入れ
るための構法、仕様をまとめる。これに基づ
いた長期耐用型木造住宅のプロトタイプを
開発し、建設段階までのインベントリを明ら
かにする。さらに、秋田県におけるスギを中
心とした森林の生育状況を分析しつつ資源
循環サイクルのモデルを設定し、その住宅に
調和した住宅のライフサイクルを検討する。 
最終的にこれらを総合的にライフサイクル

評価し、CO2 排出削減効果を効果的に発揮す
ると共に、森林および環境の保全、地域資源
の有効かつ持続的活用を実現するような住宅
の生産システムを構築すること目標とする。 
 
３．研究の方法 
住宅の長期耐用化、生産時および運用時の

低環境負荷化、地域木材の活用のための技術
に関しては、平成 20 年度より国土交通省が
実施している長期優良住宅先導的モデル事
業における提案課題をレビューし、長期耐用
化のために求められる技術の傾向等ににつ

いて整理した。それらの技術等を合理的に取
り入れるための構法として、既往の研究によ
り木ダボ接着接合を用いた木質ラーメン構
法によるスケルトン－インフィル（SI）型住
宅をベースにして、長期耐用型木造住宅プロ
トタイプの仕様を検討した。一方、この住宅
架構に用いられる秋田産スギ材の製材、集成
加工工程における消費エネルギー、CO2 排出
量を製造工場の実測調査を行って算定し、長
期耐用型木造住宅のプロトタイプ住宅の、建
設段階までのインベントリを明らかにした。
さらに、秋田県におけるスギを中心とした森
林の生育状況を分析しつつ資源量の将来予
測を行い、森林資源循環に調和した住宅のラ
イフサイクルを検討した。 
 
４．研究成果 
(1) 住宅の長期耐用化技術および地域木材活

用・低環境負荷化技術の検討 
平成 20 年度より国土交通省が実施してい

る長期優良住宅先導的モデル事業における
提案課題をレビューし、長期耐用化のために
求められる技術の傾向等について整理した。
先導事業の過去 6 回より、提案内容の長期耐
用化技術について抽出し、ハード技術は長期
優良住宅認定基準項目（a～g）、ソフト技術
は図 2 に示す 9 つの項目ごとに、該当する項
目にポイントをつけた。ハード技術では、特
に先導的な技術を３ポイントとして重みを
つけた。これらを集計した結果を図１、２に
示す。 

 
図 1 ハード技術ポイント比率の推移 

 
図 2 ソフト技術ポイント比率の推多 



提案技術全体でみると、回を追うごとに減
少傾向にあるハード技術に対し、ソフト技術
はゆっくりではあるがどの項目もポイント
数が増えてきている。ハード技術の傾向を見
ると、劣化対策のポイントが最も多く、次に
耐震性と維持管理・更新の容易性が続いてい
る。これは、住宅のシェルターとしての機能
を維持するために必要な技術が重要視され
ているものと考えられる。ソフト技術の傾向
を見ると、流通・ネットワークに関する取り
組みが最も多く、次に点検・保証、体験が続
いている。 
具体的な取り組みについて過去三度の先導

事業に採択された住宅メーカーA 社を対象と
してヒアリング調査を行った。A 社の提案内
容のポイントとして、中小工務店や森林組合
による地域ネットワークを構築することで、
地域材を用いた地産地消の家づくりの普及
を図っている点が挙げられ、これにより、長
期耐用化を図るために必要な技術を万遍な
く行うシステムが提供されている。また、A
社では仕入れた原木を 3 ランクに分け、品質
の高いA材のみ自社の製材部門で加工し、BC
材については、A 社に隣接する合板工場の単
板用、製紙工場のチップ用として引き取って
もらっていた。このような原木の供給システ
ムや立地条件は、地域材を効率よく扱う一つ
のモデルであると考えられた。 
住宅の長期耐用化を図るには各技術を住宅

全体のシステムとして合理的かつ効率的に
組み合わせる必要がある。このため、表 1 の
ように、住宅の要素、部位ごとに提案技術と
その効果を整理し、システムのあり方を考察
した。 

 
表 1 長期耐用化のための部位毎の技術例 

項目 部位 技術

屋
根

屋根断熱パネル
小屋裏空間の
快適性向上

構造用面材と断熱材を一体化したもの、通気層を設
けたものもある

壁 枠付構造用合板パネル
耐震性向上

（断熱、防湿性）

四方を枠、中を間柱や胴縁で固めた構造用合板を柱
間にはめ込む組み合わせにより断熱材、通気層をも
つ。金物により柱、梁と接合

柱
等

添え柱 断面欠損対策
柱に三方向から梁がかかる場合、添え柱を１本。四
方向から梁がかかる場合、添え柱を２本施工

金
物

金物接合フレーム
剛性向上

断面欠損対策
金物と引きボルト接合

高耐久鋼板
防錆性向上

低重量
ガルバリウム鋼板等

軒の出
夏冬の

日射コントロール
屋根はできるだけ平入りとし、軒の出を910～1000㎜

壁 漆喰塗りの壁 調湿性向上 自然素材なのでホルムアルデヒド等の心配がない

床 根太レス合板
水平構面の
剛性向上

根太を廃し、ｔ＝24以上の床下地合板を施工

床
下

床下調湿炭 調湿性向上 袋詰めした炭を配置、吸放湿性備長炭塗料を塗布

開
口

木製、樹脂サッシ
断熱性

防露性向上
アルミサッシと比べ、左記性能高

材
料

セルロースファイバー
断熱、調湿、
防音性向上

古紙等からリサイクル生産。製造時のCO2排出少

換
気

壁 壁体内換気システム
耐久性

調湿性向上

断熱材と構造用パネルの間にスペーサー等で通気
層を設ける。外壁通気工法、床下換気、棟換気等と
の併用で建物全体を換気可

壁 グリッド構成によるプラン 可変性向上 等間隔で柱が入るため構造のバランスが取りやすい

開
口

南側の開口部 省エネ向上
開口部を大きくとることで日射を取り入れるパッシブデ
ザイン。蓄熱床と組み合わせ補助暖房とすることも

構
造
・
接
合

構
法
・
施
工

断
熱

間
取
り

屋
根

効果

 
 
各部位に共通するものとして、構造に関し

ては、耐力・剛性向上に関わる技術提案が多
く見られるが、その中でも耐力パネルに関す
る提案が多く見られた。これらには断熱材を
一体化したものや耐火性を有するものなど、
耐震性以外の機能を併せ持つものがあり、長

期優良住宅に要求される高い機能・性能にシ
ステマティックに対応すると共に施工の合
理化も図られると考えられる。構法や施工、
断熱、換気に関する技術では、高気密高断熱
化を図る提案が多く見られるが、断熱性向上
と調湿性向上の両立が求められており、断熱
材や防水シート、透湿シートや調湿材といっ
た材料の選択だけでなく、通気、換気を行う
ための構法システムが取り入れられている。
その際、上記のような耐力パネルに、あらか
じめ断熱性、調湿性を高める材料を用いると
共に、通気層を持った構成とすることにより、
高機能化と現場での施工の合理化を図るこ
とがなされている。このような仕組みは壁だ
けでなく、屋根の面材にも行われている。こ
れらの断熱性能にパッシブ技術の導入を図
り、省エネルギー性を向上するためにできる
だけ機械設備に頼らない仕様とする提案も
多い。例えば、屋根をできるだけ平入りにし
て軒の出を多くとり、大開口部を南側に確保
し、開口部室内側に蓄熱床を用いる仕様とし
て日射を効率的に取り入れる。このようなパ
ッシブソーラー方式も有効な取り組みの一
つであると考えられる。 
 
(2) 地域材を活用した長期耐用型木造住宅プ

ロトタイプの検討 
既往の研究により木ダボ接着接合を用いた

木質ラーメン構法による長期耐用化を踏ま
えた SI 型住宅を開発した。この構造架構を
ベースにして、長期優良住宅における長期耐
用化技術のシステムの導入した長期耐用型
木造住宅プロトタイプを検討した。図 3 に住
宅の平面図、図 4 に架構の概要を示す。 
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図 3 SI 型住宅平面図（左：1 階、右：2 階） 



 
図 4 SI 型住宅の構造架構概要 

 
(3) 地域木材およびそれを用いた集成材製造

過程における環境負荷調査 
県産秋田スギ材を中心に製材を行っている

同等規模の 2 つの製材所を対象に、生産シス
テムについて調査を行った。製材の流れはほ
ぼ類似していたが、乾燥方法に違いが見られ、
M 製材所では高温と中温の蒸気式乾燥機が
使用されており、K 製材所では中温蒸気式乾
燥機と低温除湿式乾燥機が使用されていた。 
各製材所が記録・管理している電気料金請

求内訳書、乾燥機への給油記録を用いて、加
工・乾燥工程におけるエネルギー消費量を集
計した。さらに加工機器の実測調査およびカ
タログに記されているモータの容量から各
工程での消費エネルギーを算出した。結果を
表 2 および図 5 に示す。両社の CO2 排出量
は同程度であったが、いずれも乾燥工程がそ
の半分以上を占めており、乾燥工程の省エネ
ルギー化が重要であると考えられた。また、
加工工程では集塵機の消費エネルギーが最
も多く、効率的な集塵システムの検討が必要
と考えられた。 
 
表 2 木材製材に伴うCO2排出量とCO2固定量 

単位材積あたりCO2
排出量[kg-CO2/㎥]

単位材積あたりCO2
固定量[kg-CO2/㎥]

M製材所 56.4
K製材所 56.0

733
 

乾燥 73%

加工 23%

場内搬送 4%

   

乾燥 52%

加工 42%

場内搬送 6%

 
 M 製材所 K 製材所 

図 5 CO2排出量の割合 
 

次に、生産形態の異なる秋田県内の集成材
メーカー2 社について調査を行った。A 社は、
主に大断面集成材を生産しながら注文に応
じて中・小断面集成材まで幅広く受注生産し
ており、B 社は住宅用の中・小断面集成材に
限定して生産している。また、A 社では基本
的に乾燥済みのラミナを仕入れているが、B
社は未乾燥の状態で仕入れて自社で人工乾
燥から行っている。ただし、木屑炊きボイラ
ーの活用により、エネルギーを環境負荷の少
ないものとしている。 
両社の平成 22 年度における電気料金請求

内訳書、各燃料の請求書を用いて、電気、各
燃料の消費量を集計し、集計結果より CO2
排出量を算出した。また、消費電力が大きい
機器を抽出し消費電力を実測した。算出結果
を表 3、図 6、に示す。B 社においては、実
測調査した機器の中では中温タイプ乾燥機
の電力消費量が最も大きく、総排出量の半分
以上を占めている。乾燥機の熱源は木屑炊ボ
イラーにより供給されるため、消費されてい
る電力はほぼ乾燥機のファンの稼働による
ものである。にも関わらず排出量が大きいこ
とより、乾燥工程が環境負荷における重要な
ポイントであることが伺える。B 社における
CO2 排出量原単位の合計から乾燥機による
CO2排出量原単位を差し引いて、A 社と B 社
を同じ条件にして比較すると、A 社では 67.9 
kg- CO2/ m3、B 社では 49.7 kg- CO2/ m3とな
り、A 社のほうが、B 社より 18.2 kg- CO2/ m3

も多く CO2 を排出していることが明らかと
なった。これは、B 社が住宅用部材の中・小
断面集成材に限定して製造しているのに対
し、A 社は注文に応じて様々な部材寸法に対
応しているため、製造作業の所々で余計に時
間がかかり、生産効率が低下することにより
CO2排出量原単位が高くなっていると考えら
れる。これより、生産している部材の種類等
によって CO2 排出量原単位に差が生じるこ
とが明らかとなった。 

 
表 3 機器毎の CO2排出量、CO2排出量原単

位 
機器名 

CO2排出量 
[Kg-CO2] 

CO2排出量原単位
[kg- CO2 / m3] 

A
社

グレコンフィンガー 1,176 1.6
モルダー 720 0.7

四面プレーナー 995 0.9
集塵機 2,978 5.4
合計 5,869 8.7

B
社

5 軸 4 面モルダー 1,352 1.5
フィンガーシステム 830 1.6

5 軸モルダー 1,868 2.4
回転プレス(2 台分) 376 0.5

4 面かんな盤 1,308 3.4
集塵機 1,089 2.1

中温タイプ木材乾燥機 3,356 36.8
合計 10,179 48.3  
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図 6 機器毎の CO2排出量原単位 

 
以上の秋田県内の製材所、集成材メーカー

を対象とした調査事例に基づき大断面集成
材と中・小断面集成材を対象として CO2排出
量のインベントリ分析を行った。評価範囲は
立木の伐採から集成工程までで、以後の集成
材の流通、使用、廃棄については評価に含め
ていない。樹皮、木屑、端材、灰、パテ容器
などの副産物や廃棄物についてもデータが
明確でないものもあり、今回の評価には含め
ていない。 

 
図 7 集成材製造1m3あたりのCO2排出量[kg-CO2] 

 
大断面集成材と中・小断面集成材の工程別

環境負荷を図 7 に示す。大断面集成材は中・
小断面集成材に比べやや環境負荷が高くな
ることが分かった。また、集成材における環
境負荷はラミナ製造、特に乾燥工程が大きく
影響することが明らかとなった。ラミナ製造
工程では M 製材所は乾燥のために主に灯油
を使い、K 製材所は電力を使用している。乾
燥燃料を灯油や重油から木質副産物に転換
することで、CO2排出量の大幅な低減が図れ
ると考えられる。輸送は距離に応じて環境負
荷が増加していた。 
 
 (4) 森林の生育状況および資源循環の分析 
秋田のスギを中心とした森林資源について、

林業統計データやヒアリングにより調査し、
林令と蓄積量の関係を把握した。さらにそれ
らに現在の生産量とそれに対応した植樹量
をベースに今後の生産状況などを想定し、将
来的な森林資源蓄積量についてシミュレー

トした。 
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図 8 秋田スギ蓄積量（左）と生産量（右）の

将来予測 
その結果、図 8 に示すように現在は 40 年生

前後の材が大量に蓄積しているものの、伐採
量・植樹量が非常に少ないことにより、その
ピークが徐々に高樹齢に移動すると共に減
少して、将来的にもかなり偏った分布になる
ことが想定される。このため、伐採量と共に
植樹量を増大させ、安定した森林資源分布を
構成していくことが必要と考えられた。 
 
(5) 地域材活用による長期耐用型木造住宅の

ライフサイクル評価 
製材および集成材製造過程における環境負

荷調査結果および既往の木造住宅施工にお
ける事例調査の結果を活用し、長期耐用型木
造住宅のプロトタイプにおける消費エネル
ギー、CO2排出量等について、インベントリ
分析を行った。また比較対象として、同一住
宅について在来工法で建設した場合を想定
した建物についてもインベントリ分析を行
って比較した。 

 

図 9 100年間の延べ床面積あたりCO2排出量 
 
分析の結果、ライフサイクルを 100 年とし

た時の CO2排出量を図 9 に示す。現在の日本
の平均的住宅の寿命から在来軸組構法では
30 年で建て替えを行うとした。60 年後の
CO2 排出量は一般型に比べ長期耐用型は



230.69kg-CO2/m2、100 年後は 486.36kg- 
CO2/m2 削減出来る結果となった。また、断
熱仕様を I 地域仕様に変更する場合、イニシ
ャル部分での環境負荷が増加するが、運用エ
ネルギーの削減により、CO2排出量は 6 年で
I 地域仕様の方が低くなることが明らかとな
った。 
 
(6) 森林の資源循環サイクルに調和した住宅

生産システム 
前述した秋田スギを中心とした森林の生育

状況および資源循環の分析結果に基づき、資
源を持続的に活用しつつ炭素吸収を効率的
に行うための、植樹、育成、伐採（生産）の
サイクルを検討した。現状での県産スギ材の
消費量は成長量の 1/6 程度であり、その蓄積
量を保持しつつ、効果的に森林の資源を循環
させる住宅生産を検討した。さらに、住宅の
消費エネルギー、CO2排出量、廃棄物を削減
するための長期耐用型住宅のライフサイク
ルおよび生産計画を検討した。これらを効果
的に実現するためには、国産材の利用増大を
図ると共に木質廃材、未利用木質資源などの
バイオマスエネルギー利用などを効率的に
図っていくことが重要と考えられた。また、
戸建て住宅のみならず、他構造により主に供
給されている集合住宅などの木造化を図る
必要もあると考えられた。 
今後、これらを想定した更なる分析を検討

していく。 
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